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平成 29 年 9 月 26 日 

 独立行政法人日本スポーツ振興センター 

  広報室 

ＮＥＷＳ ＲＥＬＥＡＳＥ 
     

  

  

 

 

 
 

 

日本スポーツ振興センター（JSC：JAPAN SPORT COUNCIL）は、現代の地域課題を解決し、スポーツと地域を活性化

するスポーツ政策の促進を目指し、地域のスポーツ政策イノベーションを担う人材を養成することを目的として、地域スポー

ツ政策イノベーターカレッジの全国展開を図ります。 

   

本事業は、政策イノベーションの必要性と機会、イノベーターがもつ視点や知識・情報、スキルなどを解説するほか、本年

3 月に策定された第 2 期スポーツ基本計画（スポーツを通じた健康増進に関する施策、災害時のスポーツの果たす役割）に

示されている「災害復興におけるスポーツの力の活用」について、熊本地震や東日本大震災の事例をもとに政策イノベーシ

ョンの観点から議論します。 

 

今回は、7月に発生した九州北部豪雨による災害を受けた経験と照らし合わせることでより身近な自分事として捉えること

が可能となることから、福岡県の自治体を対象として開催いたします。 

 

なお、初日の 10 月 3 日（13 時～14 時）には、大曲昭恵福岡県副知事による基調講演「これからの福岡県の政策に求め

るイノベーションとスポーツ」も行われます。 

 

  さらに、本研修では、大日本印刷株式会社の協賛により、「書籍×スポーツ」のコラボレーションの可能性を探ります。研

修では、同グループの丸善雄松堂株式会社の選書による「政策」や「イノベーション」に関する様々な書籍の紹介も行われる

予定です。 

 

つきましては、ご多用中とは存じますが、ご取材賜りますようお願い申し上げます。 

ご取材いただける場合は、別紙返信シート（取材申込書）にご記入のうえ、10 月 2 日（月）12：00 までに FAX にてご返信く

ださい。 

 

記 

 

■事 業 名：JAPAN SPORT NETWORK 地域スポーツ政策イノベーターカレッジ 2017FUKUOKA 

■後 援：福岡県 

■協 賛：大日本印刷株式会社（東京都新宿区市谷加賀町一丁目 1番 1号 TEL：03-3266-2111 ） 

■協 力：丸善雄松堂株式会社（東京都港区海岸 1-9-18 国際浜松町ビル TEL：03-6367-6017 ） 

■開 催 日 時：平成 29年 10月 3日(火) 13：00開会 ～ 10月 5日(木) 16：00閉会 

■会 場：アクシオン福岡・研修室（〒812-0852 福岡市博多区東平尾公園 2丁目 1番 4号） 

■参 加 者：福岡県自治体のスポーツ行政担当者 10名 

■プログラム：裏面参照 

■取 材 対 応：10月 3日～5日の間、研修への参加は常時可 

（主催者・後援者、講師、受講者への個別取材については応相談） 

 

 
≪お問合せ先≫ 

独立行政法人日本スポーツ振興センター 

（JAPAN SPORT COUNCIL）広報室 熊谷 

〒107-0061 東京都港区北青山 2-8-35 

TEL:03-5410-9121  FAX:03-5410-9173 

日本スポーツ振興センター 

地域スポーツ政策イノベーターカレッジ 2017FUKUOKA を開催 

福岡県において、全国初のスポーツ政策を推進する人材育成を開始 

 



                         

 
 

《プログラム内容（予定）》 

 

 

※この「JAPAN SPORT NETWORK」とは、互いにスポーツを支え、育てるというスポーツ振興くじ制度の理念を

尊重するとともに、「スポーツの力」で明日の社会を拓くヒトを育て、活力のある地域社会と幸福で豊かな日本

を実現するために協働し、子どもたちや若者が夢を持てる国、輝く未来を創ることを目指したネットワークで

す。JSC は、スポーツ基本法及びスポーツ基本計画を踏まえて、スポーツ推進のため中心的な役割を果たす独

立行政法人として、関係者との連携・協働を推進するとともに、スポーツを通じた豊かな社会の実現に向けて、

平成 25年度より「JAPAN SPORT NETWORK」を立ち上げました。（平成 29年 9月末現在で 596の地方自治体 596

自治体（31道府県、12政令指定都市、366区市、175町、24村）と共同宣言を行い、ネットワーク化を進めて

います。） 

 

 

うち福岡県内加盟自治体（23自治体） 

福岡県、福岡市、北九州市、みやま市、八女市、飯塚市、芦屋市、宇美町、岡垣町、吉富町、久留米市、古賀市、 

行橋市、中間市、宗像市、小郡市、上毛市、大川市、大牟田市、志免町、篠栗町、筑前町、粕屋町 

 


